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要旨　先進国における世帯規模と世帯構造の急速な変化は.新たな貧困と底辺化のパターンを生み出しつつある｡
おもに女性と子供から構成された片親家族は,もっとも急増している世帯タイプである｡イギリスとオーストラ
リアのデータから､労働市場における底辺化と公営住宅-の集中が明らかとなったc　これらの問題は,社会にお
ける家父長制の構造とくに伝統的な性的役割期待と女性の雇用機会の分断と結びついている｡
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1はじめに1
本稿は､イギ1)スとオーストラリアのデータに基づ
いて､片親家族に関する予察的な地理的分析を試みる｡
片親家族は.先進国においてもっとも急増している世
帯タイプのひとつである｡けれども,片親家族の地域
的分布やその社会経済属性に関して.地理学者は十分
に明らかにしてこなかった｡.片親家族の地域的分布は､
経験と理論の両レベルにおいて重要であるo経験的レ
ベルでは､片親家族の分析によって,世帯変化の地理
的含意が明らかとなる｡つまり,片親世帯の社会経済
特性と底辺化が実証されるだろう｡理論的レベルでは､
片親家族の底辺化は,現代西欧社会における女性の二
重の役割に起因した貧困の女性化の事例となるだろうo
片親家族の相対的貧困と分断は.社会主義およびフェ
ミニズムの理論と政策に対して大きな意味を持ってい
る｡この序の残りの部分では､まず､貧困の女性化の
問題について概観し.つぎに､イギリスとオーストラ
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リアの世帯変化の全般的動向について述べる｡最後に､
片親家族の地理学的研究について展望するc
底辺化の研究によれば,少数の集団が資本主義一家
父長制社会から疎外され,排除されていることが明ら
かとなっている(Merlin, 1986; Vant, 1986; Winchester and
white, 1988)｡これら集団の底辺化は,一般に､社会
における権力関係の構造的特徴と関係しているゎ　けれ
ども.パンクや売春婦,年金生活者､片親家族のよう
な多様な集団に関しては.より具体的な説明が必要に
なってくる0　本稿における片親家族の分析は､貧困の
女性化に関する近年の諸研究に大きく依拠している
( Pearce.1978; Stallard, Ehrenreich and Skalar,1983;
Holcomb, 1986).貧困の女性化の分析は､社会経済的
な階層分化の原因やそれが男女に及ぼす不均等な影響
を理解するのに役立つ｡
女性の中においても,かなりの階層分化が起きつつ
ある｡一方では, Holcomb (1986)が述べているよう
な｢新しい都市の女性｣が存在する｡すなわち､熟練
職,専門職の自立した女性であり,彼女たちはキャリ
ア志向で経済的に安定している｡それとは対照的に､
貧困線以下で暮らす女性も急増しているo　これら世帯
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の多くには男性がおらず,これには母子世帯と単独高
齢者世帯が含まれる　Stallard, Ehrenreich and Sklar
(1983)によれば､合衆国の成人貧困者に占める女性
の割合は､ 1969年の37%から1979年には67%-と急増
し女性の貧困の分析は,それが男性の貧困と異なって
いることを強調している｡男性の貧困は一般的に失業
を原因とするが.女性の貧困は低賃金職に女性が押し
込められていることに起因する｡職業の分断は､女性
が子育てや家事に従事し.男性によって経済的に養わ
れるという暗黙の仮定を反映している｡この仮定は､
離婚や子供の養育にも反映しており､子供は父親では
なく母親に育てられることが多い｡母子家庭は,とく
に貧困に陥りやすい　Sarvasy andVan Allen (1984)の
主張によれば.片親家族の母親が担う役割は,たんな
る二重の役割にあるのではなく､無償の家事労働に加
えて低賃金の賃労働を担う不公平な二重の役割なので
あるo
福祉国家と公共政策は,貧困の女性化におt ･て矛盾
した役割を果たしてきたつ公共政策が貧困状態にある
女性に対して果たす積極的な支援には,金銭給付とい
う形の直接的供給と.公務員職における種々の就業機
会という形での間接的供給がある｡これらの職業は.
そのほとんどが女性によって占められているのである｡
公共政策のマイナスの影響は,女性の貧困に対する解
決策が､伝統的家族のイデオロギーに基づいている場
合に生じている｡このイデオロギーは,女性の経済的
自立ではなく男性の雇用に関心を向けている　Survasy
and Van Allen (1984)は,こうした二重の役割の不公
平を解決するために,フェミニズムを核とした一連の
社会主義的政策パッケージを提案している=.
世帯に関する地理学的研究は,人口地理学と社会地
理学の領域にまたがっていることが多い｡先進国の人
口地理学者の伝統的な関心は､これまでおもに人口移
動に向けられ､ついで出生率や死亡率の地域差に向け
られてきた｡人口移動量が減少し,出生率と死亡率の
趨勢がしだいに予測可能になると,世帯構造の変化が
目立つようになった｡人口変動のうちでもっとも急激
で重要な形態としての世帯構造の変化に関する研究が
地理学で注目を浴びるようになったのは, 1985年にな
ってからである(Gober, 1986; Jones,1987; Hall, 1988)c
世帯や家族に対する関心の相対的な欠如は,定義の困
難さにも関係しているだろう.たとえばイタリアでは,
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世帯と家族はほぼ同義と考えられている(Hal一, 1986),
社会地理学者は.福祉の問題やさまざまな下位集団
の空間的特徴や社会･経済的特徴に関心を持っている
が.特定の世帯タイプに注目することはほとんどなか
った｡その例外は,高齢者の地理学的研究である｡一
般的に社会地理学者は､人種や階級､職業階層によっ
て規定された下位の人口集団を研究することが多かっ
た〇家族の研究を含むことが一般的な社会地区分析の
手法でさえ､世帯タイプそのものを分析することは稀
だった｡近年では､女性と建造環境との相互関連に関
する文献が増大し､ジェンダーによる都市の社会的分
化の重要性が強調されるようになった(Holcomb, 19糾;
L Ⅵヰs and Foord,1984; Wagner, 1984; Ins臼tute of British
Geographer, Women and Geography Study Group, 1984;
Allport, 1986),その結果.従来の世帯の定義は適切で
ないことが明らかにされてきた(Pratt and Hanson,
1988),社会地理学は伝統的に福祉に関心を持ってお
り,都市内における特定の下位集団の底辺化が近年注
目されているけれども,世帯全般に関する地理学的研
究とくに片親家族の地理学的研究は.依然としてわず
かしか存在しない=
ノ
最近20年間において､西欧では世帯と家族の構造は
急激な変化を遂げたが(Hall, 1986)､他の先進国も同
様だった｡もっとも顕著な変化は､小規模世帯の比率
の上昇だった(第1表)ニ　イギリスの平均世帯規模は､
1971年の2.9人から1984年には2.6人へと低下した
(social Trends, 1986)｡オーストラリアの平均世帯規
模は, 1971年の3.3人から1986年には3,0人へと低下し
た(Social Indicators Australia, 1984)c　オーストラリア
の平均世帯規模が大きいのは､人口の構成上若い年齢
層が多いことから説明できるだろう｡
大規模世帯が減少すると同時に,単独世帯がかなり
増大したc　イギリスでは,単独世帯が1971年の18%か
ら19糾年には25%-と増大した｡オーストラリアでも
同様の傾向が認められ, 1971年の14%から1986年には
19%-と上昇した(第l表)｡単独世帯の割合がオース
トラリアで低いのは,人口の年齢構成がかなり違って
いるためであるコ　単独世帯の増大はおもにl人暮らし
の高齢者の増大に原因があるが,高齢者以外の年齢層
でも単独世帯はかなり増加しており､それには親世帯
から巣立っていった若年層,中高年の離別者､死別者
が含まれるo若年層と高齢者の単独世帯の多くは女性
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であるc　中年の単独世帯はわずかしか存在しないが､
その多くは妻子と離別した男性である｡世帯構造のそ
の他の変化には.核家族世帯(親子から構成される世
帯)の減少と片親と子供から構成される片親世帯の増
大がある｡本稿は,片親世帯の分布と特徴に注目する｡
この論文は､イギリスとオーストラリアの片親家族
のニ-ズ､貧困,底辺化に関して予察的な検討を行な
うo　次節以降において.片親家族の急激な増大やその
全国的および都市内の分布.所得･雇用･住宅･交通
の面からみた経済的底辺化について.データに基づい
て示す｡片親世帯の経済的･空間的底辺化という事実
は.個別地域における支援ネットワークの必要性とい
った広汎な社会的含意を持つ,こうした社会的含意を
導き出すことも可能ではあるが,そのためには詳細な
検討が必要であり,現在私はこれに取り組んでいるc
ともあれ､本稿で用いられている二次的データからは.
この間層を扱うことが不可能である｡
第1表1971年-1986年のイギリスとオースト
ラリアの世帯構成の変化(対総世帯比)
廟 り
>f*y:*1971~li98l"l9由 *-19710- 1諾 Tご'7986一
人数 午 ;年 年 牢* 早 年
1人 18㌻ 22 25 18 19
2人 32｢ 32 32 27 29 31
5人以上
平均世帯
11 25
2-l… 112.7… 2.6 3.3
18 15
…‥三圭 5.63
■
人員 ■
片親世帯 2.8 4.1;8.9I 3.1
症: ※印のうち一部のデータは1969年のもの(資料: Social
Indicators Australia, 1981)
丁印はイン//ランドに関するデータ(資料: Regiorwl
Trends( 1988) ;本文中を参照)
資料:Slxia】 Indicators Austrn】ia, 1984; Census of
Popul机ion(Australia), 1986; llaskcy. 1986; Social
Trend㍉ 1986; Regional Trends, 19紺
本稿はまた､イギリスとオーストラリアの片親家族
向けの住宅政策･福祉政策についても手短かに検討す
る｡多くの国家政策が片親世帯を対象としており.た
とえばそれらは,育児,家族所得補償,住宅などの諸
政策や均等な雇用機会の創出などである｡困窮世帯の
地域分布と住宅は,裕福な持ち家社会において非常に
重要な問題である.二　というのは,持ち家以外の住宅に
集積した底辺層は,何がしかの社会的なレッテルを貼
られるからである0　同様に.福祉政策の受給者にもレ
ッテルが貼られるため,その背後に潜むイデオロギー
を検討することによってしか正当に評価できない｡イ
ギリスとオーストラリアにおける福祉政策は､ Sarvasy
and Van Allen (1984)によって提唱されている社会主
義フェミニズムの主張と関連させながら､本稿の終わ
りで検討されるo　ただし.政策の影響に関する詳細な
具体的検討は本稿の範囲を超えており,これについて
は別稿で検討する予定であることを強調しておきたい｡
片親家族の地三理学的研究はほんのわずかしかない｡
Thumerelle and Momont (1988)は, 1982年のセンサス
によってフランスの片親家族の分布を分析し.これま
での研究が少ないのはデータの困難さや片親家族を生
み出す原因が奥深いためであると指摘している｡彼ら
の主張によれば､いつの時代にも死別世帯のような片
親家族は存在していたが.片親家族の存在が核家族と
いう社会規範を脅かすことはなかった(Thumerelle and
Moment, 1988)｡合衆国の黒人の場合,たとえ核家族
という社会規範が過去に存在していたとしても.それ
は1960年代以降に消滅してしまった｡ 1984年には,半
数以上の黒人の子供が母親だけで養育されるようにな
った(Jones, 1987)<　低賃金で不安定な職しか得られな
いため,多くの黒人女性は福祉給付に頼った暮らしを
｢選択｣するとジョーンズは結論付けている(Jones,
1987. p. 32)e　この場合に片親家族の貧困は.労働市場
における性的な分断だけでなく人種の分断によってさ
らに悪化している｡
片親家族の地域的分布に関する研究では.地域の住
宅市場構造の重要性が強調されている　Rose and Le
Bourdais (1986)の指摘によれば,モントリオールで
は片親家族が増大しており, 1970年代初頭以降その年
齢が若年化した｡若年層は市の中心部に住むことが多
いため.モントリオール市内において片親家族の分布
が均等化するようになった.一方イギリスの研究によ
れば.片親家族の分布は都市周辺地域に集中している
(Robertson, 1984)c　女性が世帯主の世帯に関する包括
的な研究から,これらの世帯がインナーシティーに押
し込められている分布パターンや(Cook and Rud吐
1984),既存の住宅ストックの多くに見られる不適切
さが指摘されている(Birch, 1985; Watson, 1986),
片親家族の調査に利用可能なデータはおもに全国セ
ンサスであり,世帯類型や家族類型の定義によって
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第1図1981年のイングランドとウェールズにおける総世帯故に占める片親世帯の都合
資料: British Census, 1981
第2図1986年のオーストラリアにおける絵世帯数に占める片親世帯の割合
資料: Census of Population(Aotralia), 1986
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利用可能かどうかが違ってくる｡世帯は血縁ではなく
同居によって定義されるため､ 1人暮らしの人や血縁
のない同居人も含まれるQ　本稿では可能な限り､全家
族数に占める比率ではなく全世帯に占める比率として
片親家族を表現する｡オーストラリアのセンサスから
は,片親家族を他の家族タイプと比較したクロス表も
若干得られる｡片親家族と他の指標とのクロス表は､
イギリスとオーストラリアでは異なっているc　たとえ
ば,イギリスのセンサスには住宅所有形態や自動車保
有に関する指標が含まれるのに対して,オーストラリ
アのセンサスには世帯類型と所得とのクロス表が含ま
れている｡けれどもセンサスのデータは十分に比較可
能であり､包括的に検討することが可能である｡小地
区単位で全国をカバーするには.センサスのデータに
頼らざるを得ない｡けれども,センサスデータと他の
資料から得られるデータにはかなりの食い違いが見ら
れることにも留意すべきである｡たとえばイギリスで
は､最新のセンサスは1981年に行なわれており､もっ
と最近のデータは『General Household血r岬』から得
られる｡後者の全国サンプル調査の結果では,センサ
スよりも片親世帯の割合がかなり高くなっているG　オ
ーストラリアでも同様に､ 『social Security Review』
(Raymond, 1987)のデータではセンサスよりも片親
家族の割合が高くなっている｡
2　イギリスとオーストラリアにおける片親家族
本節では､イギリスとオーストラリアにおける片親
家族の数の増大とその地域的な分布を全国レベルで考
察する｡また.片親家族の所得と貧困を示すデータも
提示される｡これらの全国的傾向は,プリマスとウオ
ロンゴンというふたつの中規模都市の詳細な分析の背
景となる｡
家族類型と世帯類型に関する基礎的なデータは.全
国センサスと統計調査であるが.片親家族の数に関す
るデータは矛盾だらけで混乱している｡イギリスのセ
ンサスデータによれば,片親家族が全世帯に占める割
合は1971年の2.8%から1981年には4.1%-と上昇して
いる(第1表)o　それ以降の年次のデータは､ 『General
HouseholdSurvey』の全国サンプル調査から得られる｡
このデータは､片親家族数と子供を持つ全世帯数､扶
養すべき子のある全世帯数とを比較している｡ 1983-
1985年の『General Household Survey』のデータによれ
ば､扶養すべき子を持つ全世帯数に占める片親家族の
割合は､ 1981年の8%から1980年代初頭には14%へと
上昇した(Social Trends, 1987),けれども『Regional
Trends』 (1988)によれば, 1985年のイングランドだけ
について見ると､片親家族は全世帯の8.9%を占め.総
数では150万世帯を超えている｡これらの数字は,セ
ンサスの数字をかなり上回っている｡最近のセンサス
データがないため,カウンティ別の^Regional Trends』
のデータを用いて第1図を作成した｡これらの最近の
データはカウンティ別に集計されたものしか得られな
いため,プリマスの詳細な分析には1981年のセンサス
データを利用したb
オーストラリアでは.センサスの頻度が高いために,
サンプル調査に依拠することの問題が緩和されているo
他の先進国と同様に,片親家族の数がオーストラリア
でも増大していることは言うまでもないc片親家族は､
1966年から1981年の間にもっとも増大した世帯類型の
ひとつであり(Hugo, 1986)､その数は1982年以降さら
に急激に増えている(Blow山ee, 1988)0 1986年のオー
ストラリアのセンサスによれば,片親世帯の数は21万
5千世帯であり,全世帯の5%以上を占めているo　けれ
どもu'social Security Review』の推計によれば､ 1985年
の片親家族数は31万6千世帯であり,全世帯のI4%を
占めろ(Raymon吐1987),センサスで片親家族が過小
推定されているのは､ 3世代以上からなる複合世帯に
片親家族が含まれていることにも-部起因するが,こ
れらの世帯はしだいに少なくなってきている(Hugo,
1986)｡本稿で利用するデータは,オーストラリア全
土に関するものもウオコンゴンに関するものも, 1986
年のセンサスであるcこのデータの一部のクロス表は､
片親家族を全世帯または全家族と比べている｡全家族
との比較しか得られない場合には.その表に明示され
ている.
片親家族の数を正しく推定することは難しいが､
1971年以降片親家族がかなり増大したことは明らかで
あるc　西欧諸国全般あるいはとくにイギリスとオ-ス
トラリアで片親家族が増大した原因は､おもに離婚率
の上昇と実際に離婚に踏み切る前の別居期間と関係し
ている(Thumerelle and Moment, 1988)c 1970年代前半
以降,イギリスとオーストラリアの婚姻率は低下した
が(Social Trends, 1986: National Population Council,
女性と残された子供
1987).離婚率は約4-5倍になったI960年には,イ
ギリスの離婚率は人口千人当り0.5だったが. 1980年に
は2.8へと上昇した(Comission of the European Commu-
nhies, 1984),オーストラリアの婚姻率は恒常的に低い
が(Anon, 1988)､千人当り離婚率は1961年の2.8カ､ら
1981年には12.1 -と上昇した(Social Indicators Australia,
1984)c　両国とも.離婚を認める法律の改正によって
離婚が増大した｡イギリスでは､ 1969年の離婚改正法
Divor∝ Reform Actが施行された197 1年に離婚率が急上
昇した｡ 19糾年には.結婚J年後にすぐ離婚申請が認
められるようになったため､さらに離婚率が高まった.=
オーストラリアでは､ 1975年に家族法Family Act Law
が承認されたために離婚率が上昇し, 1976年には千人
当り20に達したが,それ以降徐々に低下した(Soc由J
Indicators Australia, 1 984) ｡
20年前には,片親家族を生み出す最大の要因は非嫡
出子と死別だった｡死別は減少した一方.非嫡出子の
割合は増大しているo非嫡子の状況も,低い社会的地
位の人々にとって秘密裏の出産から,高い地位の人々
が積極的に望む高齢出産-としだいに変化しつつある
(Deville and Naulleau, 1982)c　これら最近の婚外出産
は,片親家族ではなく同居する男女で起きている｡そ
の証拠に,イギリスで非嫡出子の出生届を提出する場
令,母親l人だけよりも両親揃って出生届を出す傾向
が強まっている｡オーストラリアでも, 30歳以上の女
性の婚外出産の増加や30歳以上の事実婚のカップルと
一緒に暮らす子供比率の上昇が,その証拠となるc　け
れども.さほど多くはないものの, 1980年代の未婚の
10代の出産は, 1960年代よりも片親家族を生み出しや
すくなっている｡なぜなら現在では,こうした10代の
母親に子供を養子に出させたり,結婚を強制する社会
的圧力が弱まっているからである｡イギリスでもオー
ストラリアでも,片親世帯の母親のうちの21%-22%
は結婚の経験がない｡それゆえ片親世帯は,さまざま
な原因から生み出され,多くの社会経済集団に影響を
与えるo　片親家族の数は増大しているものの,自分の
選択でそうなった家族はほんのわずかと考えられる｡
片親家族の地域的分布は複雑である｡イングランド
とウェールズに関する最近のデータによれば(Regional
Trends, 1988),片親家族は大都市に集中しているもの
の.地方との格差はさほど大きくない(第1図)｡片親
世帯がもっとも集中しているのはマーシーサイドであ
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り.全世帯のIl%を占めているc他の大都市カウンテ
ィでも片親世帯は9%以上を占めている｡片親世帯の
割合がもっとも低いのはワイト島(6.3%)やイースト･
アングリアの一部.サウス･ウェスト,中部ウェール
ズ､それにロンドン周辺のカウンテイ,ヨークシャー
である｡こうした片親世帯の地域分布は､人口の年齢･
社会経済･人種構成における構造的差異を反映してい
ると思われる｡
オーストラリアでは.大都市地域ではなくダーウィ
ンやパースなどの隔絶した都市に片親世帯が集中する
傾向が見られる(第2図)｡地域的には､ニューサウス
ウェ-ルズMやアウト･バックの一部に集中傾向が見
られるo　このふたつのパターンは,社会経済構造つま
り人口に占めるアボリジニーの比率とアウト･バック
の人口構造の歪みによって複雑になっているc片親世
帯がもっとも集中している地域は,ダーウィン(8.4%)
とキャンベラ(7.1%)であるo　このふたつの都市は対
照的な社会経済構造と人種構成を示しており,上記の
地域的なパターンがふたっの構造から成り立っている
ことを裏付けている｡首都のキャンベラは､多くの専
門職を抱え､洗練された生活様式と高い離婚率によっ
て特徴づけられる｡他方ダーウィンは熱帯の辺境都市
であり,アボリジニー人口の占める比率がかなり高く､
その社会経済的地位は低く,婚姻率も低い｡
片親家族の増加が与える影響は,男性と女性で異な
っている｡子供を抱えた片親家族は､片親になった理
由とは無関係に,その多くが母子世帯であるc　たとえ
ば離婚の際には,子供の養育者を父親ではなく母親と
する傾向が依然として強い｡こうした傾向は,女性が
子供の養育の役割を担うのを当然と見なす社会的期待
から強く影響を受けているc　イギリスでは.片親家族
の89%が母子世帯であり､その比率は1970年代以降上
昇している(Haskey, 1986)｡一方オーストラリアでは､
その割合は86%である(Cemus of Population(Ao他Jia),
1986)c
近年急速に増大しているふたっの世帯タイプ,つま
り単身世帯と片親世帯は.どちらも圧倒的に女性が多
い.これらのふたつの世帯グループは､貧困に陥る可
能性が非常に高いことに注目すべきである｡貧困はし
だいに女性の現象,都市に見られる現象になりつつあ
ると強く主張されるようになった｡単身高齢者は.宿
祉給付に頼った生活を送るために貧しいc　けれども同
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じ状況であっても,男性の単身高齢者の方が女性の単
身高齢者よりも暮らしが楽なことが多い｡なぜなら男
性は.職場の年金の受給資格を持っていることが多い
からである=　同様に父子世帯は､高賃金の職を得やす
いので母子世帯ほどは貧困にならない｡この点で若い
母親は.とくに不利な立場にあるo　なぜなら､彼女た
ちは職業上の技術や経験が乏しいからである｡ Holcomb
(1986, p. 453)は､ 10代の出産を｢貧困-の最短経路
fastぬck to pove托y｣と名付けている.職業上の分断に
よる女性の貧困は,とくに若い黒人女性に顕著である
(Jones, 1987),貧困な女性が都市に集中するのは,貧
しい高齢者や黒人などの底辺層が特定の住宅ストック
に沈殿したり､福祉に依存した貧困層が専門サービス
や就業機会の比較的得やすい都市中心部-と選択的に
流入することから生じる(Wolch, 1980),
片親家族になる原因はさまざまであるが,片親家族
は全般に貧困に陥りやすいため､経済的に底辺の集団
と見なされている(Merlin,1986; Winchester and White,
I988)c　彼女たちが経済的に底辺にあることは､全国
データによっても裏付けられる｡ 1980年代初頭のイギ
リスでは,片親家族の約半数が貧困線以下の生活を送
っていた｡彼女らは,両親がいる家族と比べて.貧困
層に含まれる確率が6倍であり,所得の下位20%に含
まれる確率が2倍である(Family Policy Studies Centre,
1986)ら 1986年においてオーストラリアでは,片親家
族の半数以上が年収12.000ドル以下だった.片親世帯
は5%に過ぎないのに,年収12,000ドル以下の世帯の
21%が片親家族だった｡こうした貧困のおもな原因は､
女性が育児と低賃金の雇用者という二重の役割を担わ
ざるを得ないことにあり,こうした状況は時間と移動
の制約によってさらに悪化しているo
女性に対する就業上のセグリゲーションのために.
女性の平均所得は低くなっている｡オーストラリアの
女性の平均所得は,男性の3分の2に過ぎず､その格差
は片親の場合にはさらに拡大するc　オーストラリアの
最近の世帯所得データによれば. 2人の子供を持ち一
方が働く両親世帯の所得は平均週460ドルなのに対し
て､母子世帯の所得は302ドルしかない(両親世帯の
所得の66%),けれども,母子家庭は就業が困難なた
めに､半数が公的扶助を受け週160ドルを得ている｡
それゆえ,母子家庭の総所得は186ドルになり,一方
父子家庭の所得は平均週283ドルである(母子家庭は
父子家庭の所得の66%) (Biol和Iee, 1988)<　イギリス
では.母子家庭は就業が困難なため,その半数が国の
扶助を受けているo他方､父子家庭は就業機会に恵ま
れ所得も高いために. 30%しか公的扶助を受けていな
い(Popsay, Rimmer and Rossiter, 1983)｡けれども1980
年代半ばには.景気後退のために公的扶助を受ける父
子世帯が増大した｡ Hanison (1988)によれば. 1981
年から1986年の間にオーストラリアでは､失業中の父
子家庭の比率が17%から33%-と倍増したc
3　イギリスのプリマスとオーストラリアのウオロ
ンゴンにおける片親世帯
プリマスとウオロンゴンというふたつの都市の事例
から.前節の全国統計よりも詳細に片親家族の地域的
分布と社会的地位を検討する｡プリマスはイングラン
ド南部にあり､古くから海軍基地を有する人口約25万
人の都市であり､デポンとコーンウオルの中心であるc
海軍のドックは今でも重要な雇用先であるが､規模の
縮小や民営化によってその就業者数はかなり減少した
(Maguire, Brayshay and Chalkley, 1987)c　一方シドニー
の南80kmにあるウオロンゴンはプリマスよりもやや都
市規模が小さく､ 1986年の市域人口は168.000人である｡
ウオロンゴンは海岸の景勝地で､経済的には伝統的な
製造業に支えられていたが,近年は衰退ぎみである
(Haughton, 1989),鉄鋼業,石炭業,繊維業の最盛期
には,さまざまな民族の移民が流入したが,ウオロン
ゴンもプリマスも黒人人口比率はさほど高くないc　そ
のため両都市とも.片親家族の底辺化は人種的要因に
よっては影響を受けていない｡両都市ともおもに労働
者階級から構成され,経済の再編-の対応に苦慮して
い者Dマスの市街地は密度がかなり高く､住宅の過密
問題の歴史を持っているが､戦後には市の周辺部に公
営住宅が集中的に建設されたため,過密の問題は部分
的には緩和された(Gill, 1979)｡インナーシティーに
あった住宅の多くは第2次世界大戦によって空襲を受
けたり,戦後の復興によって取り壊されたが,残され
た公営住宅はテラスハウスがほとんどであった√⊃　更新
後の住宅は. 2-3室の寝室を持ったテラスハウスか二
戸建住宅であり､高層住宅は市内には3つしかない
(winchester, 1987)｡傾斜地にあるため,ウオロンゴ
ンの市街地も狭いが,住宅のほとんどは家族向けの戸
女性と残された子供
建て住宅である｡
ウオロンゴンは.オーストラリアの地方の中では公
営住宅の比率や中密度住宅の比率が高い方である
(Key唱and Wilson, 1984)こ　けれども､中密度住宅と高
密度住宅に対するオーストラリアのゾーニングは,イ
ギリスのそれよりも密度が低く, 3階建てのアパート
やテラスハウスも含まれている｡オーストラリアにお
ける1950年代の第1次公営住宅建設ブームによって,
繊維で積った鉄板屋根を持った住宅からなるやや大規
模な公営住宅が,増大する人口に対して建設された｡
その後に建設された公営住宅は,建築様式も規模も多
様だったc両都市の公営住宅のストックはかなり大き
く,低所得者の比重もかなり高い(Keys and Wilson,
19糾; Maguire, Brayshay and Cha山ey, 19名7)c
両都市の経済構造や社会構成.住宅ストックのため
に.片親家族の占める割合が比較的高いと当然予想さ
れる｡けれども両都市は,この点でかなり異なってい
る｡プリマスでは,片親家族はかなり少なく､ 1981年
には総世帯のうちのわずか2.5%でしかない｡この数字
は､イギリスの大都市圏全体に比べてかなり低い｡セ
ンサスの数字は,片親家族の数を過小推計していると
思われ､その数字は1981年以降増大しているものの,
2.5%という低い数字は.貧困化の畏の場所として,あ
るいは就業機会や福祉サービス.安価な住宅を供給す
る場所として,大都市が重要なことを示しているc　対
照的にウオロンゴンの片親家族の割合は全国平均と同
じであり, 1981年には4.8%､ 1986年には5.6%だったc
両都市の片親家族の割合は異なっているものの,片親
家族の親のほとんどが女性である点では共通しており､
プリマスでは89%.ウオロンゴンでは87%となってい
る｡
1981年のプリマスのセンサスとウオロンゴンの1986
年のセンサスから,住宅や交通,雇用､所得に関して
全世帯と比べた片親家族の底辺化の度合いがわかるo
両都市とも､ほとんどの片親家族は労働市場の周縁に
置かれている(第2表)｡片親世帯のうち,父親は母親
よりも仕事に就いていることが多く,父親よりも母親
の方が無職の割合が高い｡働く人の割合は全般にウオ
ロンゴンの方が高いが.両都市の半数以上の母親は勤
め:=出ることができないと考えているか失業者である｡
プリマスでは､幼児を抱えた片親の男女差が顕著であ
り,女性は男性よりもパートタイム就労の割合が高い｡
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オーストラリアのセンサスではパートタイムとフルタ
イムの区別がないけれども.所得に関するデータから
片親世帯の雇用状態における底辺化の状況が把握でき
るG　ウオロンゴンでは1986年において､年収12,000ド
ル未満の世帯は.片親家族が70%であり,全世帯では
13%に過ぎない｡反対に,年収32,000ドル以上の世帯
は片親世帯のうち2%以下なのに対して,全世帯では
23%を占める(第3表)｡片親世帯に貧困が集中してい
る状況は､ウオロンゴンの低所得者世帯の4分の1が片
親世帯であることからもうかがえる｡しかもこの数字
は.全国平均よりもかなり高い｡
第2表　プリマス(1981年)とウオロンゴン
(1986年)の片親の就業状態
プ リ マ ス (% )
フ ル ダイ バ ー トタ 無 職 ●失
ム 就 業 イム 就 業 業
盲二■■了窟 碩 ■妄 持 つ 父 親 5‥5.3 ー ■ー6●7
5-15歳 児 を 持 つ 父 親 65.9 2.6 31.5
0- 1歳 児 を 持 つ 母 親 3.2 9.9 86.9
5-15歳 児 を 持 つ 母 親 18. 25一9 55.7
ウ オ ロ ン ゴ ン (% ) * 耽 業 者 無 根 失 業 者
父 親 66.5 20.2
母 親 64.I 10.1
注 :*印 は 合計 が 100% に な ら,>いc 1-2Sもjt就 来 状 態 が 不明
資料: British Cer.su､.1981; C…suゝし･r Pnpulati‖n
(∧uslralia). 1986;
所得が低いことは.居住地選択を制約する重要な要
因である(Birch, 1985)cそして､低所得の女性は都市
再開発によって大きな不利益を被ると言われている
(Hoi∽mb, 19糾)｡それゆえ,片親家族は都市内の特
定地域に集中していると予想されるoそうした地区は.
住宅市場の構造によって厳しく制約されていることが
多い｡合衆国では片親世帯の住宅は都心に集中してお
り,イギリスでは都市周辺地域に集中する傾向が見ら
れる｡プリマスにおいては,片親家族は市内の特定地
域にさほど集中していないが.単身高齢者など他の底
辺集団は,都心の老朽住宅に集中する傾向が明瞭に見
られる(Fumival, 1987)｡市内のBudshead地区とSt Peter
地区だけは,片親世帯の占める割合が4%を超えてお
り､この両地区は市の西部にあって海軍施設と公営住
宅が多い(第3図)｡プリマスでは片親家族が空間的に
集中していない代わりに,特定の住宅タイプに集中す
る傾向がある.｡すなわち,全世帯のうち公営住宅に入
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居している割合が27%なのに対して､片親家族はその
半数以上が公営住宅に入居している(第4表)｡こうし
たことが生じる原因は､片親世帯は公営住宅の割当制
度において高いポイントを得て優先的に入居でき､し
かも割り当てられる住宅は市内のあちこちに分散して
いるからだろう｡プリマスの片親世帯に割り当てられ
ている公営住宅が市内に分散していることは,その住
宅アメニティが全般に良好なことを意味している｡な
ぜなら,周辺部の住宅は比較的新しいからである｡プ
リマスでは､過密状態の住宅に住む片親世帯の割合は
全世帯よりも高いけれども.片親家族は世帯規模が小
さく､公営住宅-の優先的入居が認められるため,千
供を抱えた他の家族ほど過密状態が深刻ではない
(Fumival, 1987)｡イギリスの片親世帯が公営住宅-
集中する現象から､多くの小都市で片親世帯が周縁部
に住んでいることが説明できる｡けれども,都市内に
おける片親世帯の分布や住宅状況については.さらに
詳しい分析を必要とする｡
第3表1986年のウオロンゴンの片親家族
と全家族の住宅タイプと所得(%)
所得 so- $12ー $32ー000+ 不明
12ー000 32,000
全家族 13.0 -15.6 18.6
片親家族 69.6 22.0 ー 6.7
住宅 タイプ 持 ち家 賃貸 戸建て テラスハ
ウス
全家族 72.4 24.3 67◆ 3.7
片親家族 28.1 71.2 58.2 34.3
江 :このデrタは世帯については入手不可能で家族しか得られな
い｡そのため.単身世帯と血縁のない成人世帯il除かれている
資料: census of PopしIatic】.(Australia), 1986;
オーストラリアにおける片親世帯の分布は､イギリ
スほど都市に集中していない,けれども都市内におい
ては､イギリスよりも片親世帯の地域的集中は著しい｡
たとえばウオロンゴンにおけるBellambi地区に含まれ
るひとつの徴税区collector districtでは.その25%が片
親世帯である(第4図).=.こうした著しい集中は.分析
スケールが細かいことにもよるが,オーストラリアの
公営住宅の供給が限られていることにも原因がある｡
けれども近隣レベル(つまりプリマスで用いた区ward
にほぼ相当する)で見ても. Bellambiを構成する5つの
徴税区の世帯のうち16%が片親世帯である｡
住宅所有に関する世帯類型別のデータは入手できな
いが,片親家族が賃貸中層住宅に集中していることは
はっきりしている(第3表)o　ウオロンゴンの片親家族
の71%は賃貸住宅に住み. 34%は中層住宅に住んでい
る(全世帯では.賃貸住宅の割合は24%､中層住宅の
割合は9%),一部には民間賃貸もあるが,賃貸住宅と
中層住宅の大部分は公営住宅であるc公営の中層住宅
は, 1950年代に建設された3階建アパートか､ Bellambi
にあるような新しい良質のテラスハウスであるo片親
家族は新しい公営住宅に集中しており､それは住宅の
建設年代と入居者の年齢が対応しているからである｡
それゆえオーストラリアは,住宅市場に占める公営住
宅の比重のかなり高いイギリスやフランスなどの諸国
とは対照的である(Winchester and Furniva], 1989),イ
ギリスとオーストラリアでは､片親家族が公営住宅に
集中しているが,イギリスでは片親家族はさほど地域
的に集中していないのに対して.オーストラリアでは
公営住宅の供給が少ないために片親家族が地域的に集
中している､,
第4表1981年のプリマスの全家族･片親世帯
の住宅アメニティ,住宅所有､自動車保有(鶴)
住宅アメニティ(%)
世幕タイプ 1室当り 風呂なし トイレなし 入 口共 車なし住
人員が1 住宅の 住宅の 同住宅 宅の比
人以上 比率 比率 の比率 率
の比率
全世帯 2.4 1.9 2.6 5.5 41.4
片親家族 9.3 0.6 1.0 2.9 73.0
住宅所有(%)
世帯タイプ 持ち家 公営住 家具なし 家具付き その他
ォサ ォォ
全世帯 54.8 27.1 6.7 一 5.3
片親家族 28.7 56.1 ◆ 3.8 7.0
雫科: British Census, 1981
けれども､ウオロンゴンの賃貸中層アパートは公営
住宅だけではない｡中層住宅の再開発が中心部の広い
地域で行なわれた｡中JL､部は,商業地区に近く海岸な
どのアメニティにも近接しているため.海岸や山々を
見晴らせる民間の高級な高層住宅も少しある｡ CBD
の西側から北側に伸びる古い大規模な郊外戸建て住宅
を取り壊してビルに建て替え,廉価な住宅を供給する
再開発も進められた｡この再開発によって,片親家族
の住宅が供給された｡ CBDのすぐ西にある6つの徴
女性と残された子供
第3図1981年のプリマスにおける総世帯数に占める
片親世帯の割合
資料: British Census, 1981
第4図1986年のウォロンゴンにおける総世帯故に占める片親世帯の割合
資料: Census of Population(Austolia), 1986
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税区では,世帯の10%以上が片親世帯である1981年
のセンサスによれば､ここは片親家族のうちでも｢最
低レベル｣に属する地区である(Keys andWi】son, 1984,
62)｡住宅市場の変化によって引き起こされた片親
家族の分布の変化は､都市中心部のサービスと就業機
会の魅力も意味している0
プリマスの中心部には,ウオロンゴンのような民間
賃貸住宅は存在しないoせいぜい､片親世帯の手に届
きそうもない新しい住宅が少しあるだけt･あるcプリ
マスの民間賃貸住宅ストックは.そのほとんどが老朽
化して学生向けに部屋が分割されており.ジェントリ
フィケーションの過程にある(Winchester, 1987)｡け
れどもこれらの住宅は.とくに学期休みの間には多く
の人々に対して短期的な住宅を提供する｡片親家族の
多くは,とくに離婚直後に新しい住宅が見つかる前の
時期に､緊急住宅.簡易宿泊所.家具なし住宅で生活
することが多い(Furnival, 1987)｡
プリマスにおける片親家族のモビリティの制約は.
自動車を持たない世帯の割合が高い点からうかがえる｡
プリマスでは､片親家族の70%以上が自動車を保有し
ていないが､子供を持ったその他の世帯のうち自動車
を保有しない世帯は30%に過ぎない｡自動車を保有で
きないのは,選択の問題というよりも経済的な問題で
あり.これはとくに無職の母子家庭で深刻である｡
Fumival (1987)は.プリマスで片親家族に聞き取り
調査を行ない.自動車は生活苦に陥った場合に真っ先
に処分される｢賛沢晶｣であることを明らかにした｡
けれどもプリマスは,比較的梱密な者;市構造を持ち.
バスやミニ･バス､列車の本数も多いので.片親家族
は他の低所得世帯と同様にモビリティやアクセスにさ
ほど困難が生じていないし
ウオコンゴンは直線状に伸びた都市構造を持ち,公
共交通があまり発達していないため.自動車を持たな
い世帯はかなりの困難に直面している｡なぜなら,自
動車-の依存は,オーストラリアの生活様式の一部と
なっているからであるQ　オーストラリアの世帯の90%
が自動車を保有しているため.自動車なしで暮らすこ
とは経済的に深刻な問題,物理的な移動の不便という
問題,あるいはきわめて珍しい問題と考えられているo
世帯類型別の自動車保有に関するデータはないが,片
親家族は所得水準が低いため,両親世帯よりも自動車
を持たない割合が高いと思われる｡ウオロンゴンの中
心部のそばに住む世帯は.郊外の世帯ほど交通の問題
は深刻ではないだろう｡実際,自動車を購入する出費
や利用を減らすために,都心居住が選択されたかもし
れないc　けれども自動車がないために.公共交通のサ
ービス水準が低下する夜間や週末には.活動に参加で
きなくなっている｡もっとも,さまざまな施設-のア
クセスを制限する最大の要因は,低い所得にあるだろ
う｡
4底辺化.政策と片親の二重の役割
Winchester and W山te (1988)は.社会の階層的･空
間的分極化と種々の集団の底辺化を生じさせる要因を
列挙している｡そして､片親家族は底辺化して貧困に
陥りやすい集団として考えられている(Merlin, 1986;
Vant, 1986; Winchester and帆te, 1988),以下では.こ
れまでに提示してきたデータを用いて.片親家族が被
っている種々の底辺化の問題と,彼/彼女らが二重の
役割を担う際に直面している問題を検討する｡
片親家族は.経済的に底辺化している集団と見なさ
れるだろう(Winchester and W仙:e, 1988),経済的底辺
化は,労働市場と住宅市場においてもっとも明瞭に認
められるo労働市場における底辺化は,貧困､低所得.
限られた雇用機会,国からの福祉給付など本稿で提示
した全国データからもはっきりと見て取れる｡こうし
たデ-タは.プリマスとウオロンゴンという地域レベ
ルにおいても当てはまる｡
経済的底辺化の別の重要な側面は.住宅市場-のア
クセスの間居である(Merlin, 1986; Winchester and White,
1988)ォ　片親家族は,低所得のために住宅市場へのア
クセスの点で不利なことが多い(Birch, 1985)D片親家
族はまた.住宅市場の構造のために不利な立場に置か
れている｡というのは.住宅市場の構造は持ち家を買
う人に優遇措置を与え. ｢伝統的な｣家族向けの住宅
建設を依然として指向しているからである(Darice,
1986; Morrow-Jones, 1986; Watson, 1986)｡イギリスで
もオーストラリアでも,持ち家の割合が急速に高まっ
ており,片親家族はこうした趨勢から経済的に排除さ
れている｡両国とも.片親家族は他の家族よりも持ち
家の割合が低い｡反対に､賃貸の割合や他の家族との
同居が多く,基礎的アメニティを欠いた住宅に住み.
住宅過密の問題を抱え,ホームレスになることさえあ
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るo片親世帯は,所得に占める住宅支出の割合が高く.
ジェントリフィケーションの過程において交通の至便
な都心中心部から経済的に追い出されている(Holcomb,
1984),
片親家族に対する住宅供給は､ある意味では非常に
限定的であるoイギリスでもオ-ストラリアでも､持
ち家というイデオロギーが推奨されており(Headey.
1982; Kemeny, 1986).持ち家を望めない人々は蔑視さ
れている(Stretton, 1986),イギリスにおいて公営住宅
入居者に対して階級的熔印が押されるようになってき
た状況は,オーストラリアにおける公営住宅の｢福祉
的｣性格としだいに共通するようになってきた(King,
1986),オーストラリアの公営住宅はイギリスよりも
良質であるが.都市の周辺地域にあってサービス供給
や施設の点で不便である｡中心部の民間賃貸住宅は住
宅アメニティが劣悪であるが.歩いていける距離にさ
まざまな施設がある｡両者の住宅タイプとも, 4分のl
エーカーの敷地を持った戸建て住宅というオーストラ
リアの持ち家の基準からはほど遠い｡イギリスでは,
公営住宅が広く普及しており. 3つの寝室を持った郊
外の二戸建て住宅という持ち家の｢基準｣とさほど遜
色がない.=r
経済的底辺化の3番目の形態は､活動空間の制約で
ある(Parkes and Thrift, 1980),あらゆる経済的な底辺
集団の活動空間は,モビリティ-の経済的制約のため
に制限されている｡女性は男性ほど移動を自由:こ行な
えない傾向が見られる｡なぜなら.女性は自動車を保
有する割合が低いからである(Coutras, 1983; Allport,
1986);片親家族の場合には,移動の制約はさらに大
きい｡というのは,移動の際には子供を連れなければ
ならず､授業が終わった時刻に学校の門の前に子供を
迎えに行くといったように,決められた時刻に決まっ
た場所に出かけなければならないからであるc
郊外地域の都市構造や住宅用途のゾーニング,住宅
と職場および他の施設との分離は.郊外に住む女性の
孤立をいっそう深刻化させる｡これらの問題は,片親
家族の場合にはいっそう深刻になる(Lewis and Foord,
1984; Wagner, 1984; Institute of British Geographers,
Women and Geography Study Group, 1984):家父長制的
家族社会構造を反映した都市の空間構造は､活動空間
や社会的な付き合い,求職活動を制約しているのであ
る｡
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片親家族の日常生活にとって重要なその他の底辺化
の問題には,社会的底辺化と法的な底辺化の問題があ
る(Winchester and Wもhe, 1988)｡イギリスとオースト
ラリアの片親家族は,アイルランドやイタリア〔訳注:
つまりカトリック諸国〕ほどには.片親家族が底辺化
していない,けれども.依然として片親に対する蔑視
や非難が存在する｡これはとくに女性にとって深刻で
ある｡というのは.女性は妻という第一義の役割を果
たせなかったと見なされるけれども.男性は妻に捨て
られたと見なされ､友人や家族から社会的援助を得や
すいからであるo　社会的蔑視は.低い所得や母子手当
の受給,賃貸住宅とくに公営住宅への入居によって強
められる(Headey, 1982; King, 1986)｡社会的底辺化は,
とくに黒人女性の場合に深刻であるo　黒人女性は,片
親の割合が高く,雇用や収入の点で非常に不利な立場
に置かれているc
片親家族は非合法ではないが,社会の法体系は片親
の増大という人口学的変動に十分に対応しきれていな
い｡たとえば,離婚法や子供の養育,税制.母子手当
制度のしくみは,男性が扶養者で女性は(たいていは
無給ないし低報酬の)家事をする人という核家族のイ
デオロギーを反映している｡それゆえ.政府の政策的
な対応も貧困の女性化を促しているのかもしれない.
こうした家族イデオロギーに対する倍奉は,イギリ
スで顕著に見られる｡イギリスの母子手当制度は.莱
亡人とそれ以外の片親を区別しており.また.男親と
女親を区別しているc　片親家族の多くには, 1986年に
おいて週4.60ポンドの手当を受ける権利が与えられ,
低所得の片親は家族所得補償Family Income Supplement
も請求できる(Department of Health and Social Security',
1986),未亡人には､未亡人手当widow's Allollraneeを
受ける権利が与えられ,この手当は他の給付とは違っ
て所得制限がないため.働いても手当を受けることが
できる｡婚外出産や離婚が原因で片親となった人には,
通常の額の所得補償と母子手当しか受ける資格が与え
られず.働いて得た賃金を差し引いた給付額しか手に
できない〇　片親家族とくに母子世帯は､ ｢同居の原則｣
によっても影響を受けている[,この原則では､同居し
ているはずの男性は女性と子供を扶養すべき責任があ
るc　つまり,社会保障制度(と税制)は,男性が妻と
家族を養うという伝統的な性的役割期待に基づいてい
るのであるo　こうした役割期待はオーストラリアにも
72 ウインチェスター
存在するが, ｢婚姻｣に基づいた家族を認定するのが
しだいに難しくなっていることも認識されつつある｡
また従来の法律では.新しくパートナーとなった人の
子供を養育する義務はない(Raymond, I987):社会的
現実の変化は､社会給付の認定の基礎となる家族観の
変更をも促しているのであるo
イギリスにおける時代錯誤的な未亡人手当の存在は､
未亡人が扶助に｢価する｣と見なされていることを意
味しているo一方､自分のライフスタイルを｢選択｣
したそれ以外の片親家族は.扶助に｢価しない｣と考
えられている｡それゆえ.核家族が普通であって片親
家族は異常であるとする昔ながらの前提に基づいた法
体系(Robertson Elliot, 1986)は.多くの片親家族を底
辺化させ,労働市場や住宅市場-の参加や,自動車と
可処分所得を必要とするさまざまな活動-の参加を制
限する｡オーストラリアでは､税制や社会保障制度は
性別や婚姻状態による違いがさほど明瞭ではなく､す
べての片親家族に対して養育者手当が与えられているo
未亡人とその他の片親との主要な違いは1980年に撤廃
された(Raymond, 1987)c
イギリスとオーストラリアの事例は,片親家族は雇
用と所得の面で底辺化していることを裏付けている｡
こうした底辺化は､片親のほとんどが女性であること,
低賃金の職に押し込められていること,育児と就業と
いう二重の役割を背負っていることに起因している｡
片親家族を貧困線まで扶助するが.貸金所得が増大す
ると母子手当が減らされるという社会給付制度は､片
親家族を底辺に固定化している｡経済的な底辺化は,
他の選択たとえば住宅の選択を制限する｡住宅コスト
のために､多くの片親家族は持ち家を買うことができ
ず,安い賃貸住宅に住んでいるc　賃貸住宅は都市内の
特定地域に集中している｡片親家族の地域的な集中は,
戸建て持ち家住宅が一般的なオーストラリアでとくに
顕著である｡イギリスでは.地方自治体が安価な賃貸
住宅を大主に供給しており,住宅の総ストックに占め
るその割合は(減少傾向にあるけれども)かなり高い｡
そのため､片親世帯の居住地は空間的にあまり集中し
ていない｡片親家族は､公営住宅に住んでいる低所得
者層の一部に過ぎない｡プリマスとウオロンゴンのデ
ータによれば.父子世帯の職業上の底辺化はさほどひ
どくないため,住宅を選択したり自動車を保有するの
に十分な可処分所得を得ていることが多いo
片親家族に影響を与える政策を. San･asv and Van
Allen (19糾)が述べているフェミニズム論的な社会主
義の観点から考察してみよう｡彼らは,貧困の問題を
軽減し.二重の役割という不公平を緩和することを目
標とした公共政策に関して､ 5つの長期目標を提案し
ている(Sarvasy and Van Allen, 1984)c　それは.以下の
通りである｡女性の経済的自立,仕事や家事･育児に
おける男性と女性の公平な分担､女性の中に存在する
階級的･人種的な差異の認識､社会施策の民主的な策
定と管理.社会的責任に対する人々の理解の深化であ
る｡これらの目標のうちでもっとも実現が困難なのは､
女性の経済的自立である｡オーストラリアでは, JET
(Jobs, Education, Training)と呼ばれる新しい政策が最
近になって片親家族にも適用されるようになった｡こ
の政策は,実際には従来の政策を組み合わせたものに
過ぎないが,片親家族に焦点を合わせた施策である.ニ
公務員や高等教育の分野における女性やマイノリティ
のための積極的是正策も,労働市場における女性の地
位の向上を推進している｡これらの施策を評価するに
は時期早尚であるが.職業上の分断や雇用に関する世
論にも影響を及ぼし始めており,たんに｢女性が福祉
に頼らないようにする｣ために低賃金で昇進のない職
を生み出すだけにとどまらないだろう,
性的な分業の平等化や階級や人種的な違い-の認識
を深めるという目標は.両国で施行されている人種･
性差別禁止法によって達成されている部分もある｡オ
ーストラリアでは.イギリスほど階級的･性的な分断
が顕著ではないし.雇用の積極的是正策によってかな
りの改善が見られる｡イギリスもオーストラリアも.
社会施策の民主的な策定に大きな進展は見られないc
なぜなら両国とも.それを担っているのは市民ではな
く専門家だからである｡社会的責任に対する人々の認
識も,育児の費用を社会が負担する方向を強く指向し
てはいない｡現在のところ.育児の費用は主として片
親あるいは両親が負担している｡家族手当や家族所得
補償,養育者手当は,個人の負担を軽減することを目
指しているが,これらの手当や育児施策の多くには所
得制限があるため､片親家族は貧困から抜け出せない
でいる｡オーストラリアにおけるJETの重視は.既存
の保育施設を利用できることが前提となっている｡そ
れゆえ,片親家族の貧困と底辺化-の政府の政策的対
応は､社会主義フェミニズム的福祉の方向に幾分は進
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んでいるのである｡イギリスでは,オーストラリアに
比べて育児費用の個人負担が大きく.男性-の経済的
な従属を強調し強化するような女性の貧困の解決策が
提案されているo
けれども,これらの施策は施行されて間もないため,
法律や労働市場.家族における家父長的な社会構造に
影響を及ぼしていない...片親家族の貧困と底辺化の問
題は非常に緊急な間額である1970年代初頭以降の急
激な離婚率の上昇とそれにともなう片親家族の増大は,
都市の貧困の構造を変えてしまった｡現代のイギリス
やオーストラリア,その他西欧先進諸国において,母
子世帯は最貧層のひとつとなっているo　母子世帯の増
加率は頭打ちになるものの.その絶対数は今後も増大
すると推計されているo　こうした家族構造の変化がも
たらす影響は,西欧諸国に広く見られる出生率の低下
や高齢化と同様に.きわめて急激で甚大である｡貧困
に陥りやすい母子世帯は,高齢者と同じように,緊急
の施策を必要としているのである｡女性の就業状態を
改善するための施策は,必然的に長期的にならざるを
得ない｡貧困と育児.雇用といった相互に関連した諸
問題に対する緊急の施策は,保育施設-の補助の拡大
や貸金があっても非課税となる手当の増額である｡
住宅政策の問題も底辺化を克服する際にきわめて重
要である｡片親家族などの低所得者層は,普通の住宅
(つ去り持ち家)に手が届かない場合に問題が生じる｡
持ち家という制約の中で実行可能な政策オプションに
は､さまざまな形の補助金がある｡イギリスでは.拷
ち家に対する住宅補助は税の減免を通じて行なわれて
おり,オーストラリアでは,低所子緒に対する住宅補
助金や印紙税の延納措置を通じて行なわれている｡け
れども,貧困線上にある家族はこうしたオプションを
利用することができず.公営住宅に集積している｡オ
ーストラリアでは､公営住宅の入居者の所得がつねに
チェックされており,高所得の入居者に対する家賃は
民間水準にまで引き上げられ,低所得の入居者に部屋
を明け渡すよう促している｡この施策によって.公営
住宅の供給がつねに可能となっているが,入居者に対
する蔑視を減らすことはできない｡ ｢福祉｣住宅の入
居者に対する蔑視をなくすためには.建設した福祉住
宅を入居者に安く売却し,低所得者を｢普通｣の持ち
家所有者に変え.公営住宅を絶えず建設し続けるとい
うスタンスに住宅政策を戻さなければならないだろう｡
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こうした住宅政策は,保育政策や所得補償政策,雇用
均等化政策とともに,住宅と雇用の面での片親家族の
底辺化を緩和する効果があるだろう｡こうした政策は,
確固とした政治的信念があれば短期的に実行可能な政
策であるo　これら施策は基本的には非空間的な政策で
あるが､空間的な含意も持っている｡
オーストラリアの都市において.都市縁辺部の公営
住宅に片親家族が押し込められている状況は.地理的
に重大な問題であり,今後さらに検討が必要だろう｡
特定地区-押し込められることによって,数多くの社
会問題が発生しており,たとえば施設へのアクセスの
困難や社会的支援の欠如が起きている｡コミュニティ
施設の運営や施策の資格要件に関する情報の伝達.公
的給付の受給に関して,現在筆者は詳しい調査を行な
っている｡イギリスの大都市地域やオーストラリアの
隔絶した都市など他の地域においても､片親家族の分
布と住宅状況を調査することが必要だろうD
Birch (1985)の主張によれば､もっと注意深く立地
を選定したり設計を行なうことで,公営住宅を改善す
ることもできる｡多様な人口からなるコミュニティに
おけるインナーシティーの再開発は,分断されたコミ
ュニティよりも成功する可能性が高い｡とくに､店舗
や学校まで歩いていける距離にある住宅地では.歩行
者交通が社会的つきあいを生み出すので.その可能性
は高まる｡郊外の均質なゾーニングは､多くの低所得
者世帯とりわけ片親家族に深刻な不利益をもたらす｡
さらに住宅のデザインも, ′ト規模な世帯向けに手直し
するだけでなく,家族サイクルの変化にも合わせる必
要がある｡ Birch (1985)が提案している柔軟な住宅の
事例は､そうした可能性を示している｡けれども,節
しい柔軟な住宅のデザインはおそらく血縁のない世帯
が一緒に住むためのものだろうが,片親家族の半数が
貧困線以下にあるという現状では､たんなる賀沢品に
過ぎない｡
本稿は.片親家族が底辺化していることを示す多く
の根拠を提示してきた｡資本主義家父長制社会の規範
から逸脱した片親家族の底辺化は.無償の家事労働と
低賃金労働という片親家族が背負わなければならない
二重の役割期待に原因があると言える｡この二重の役
割のために片親家族は貧困に陥りやすく､その是正を
可能にするのは,家事労働と賃金労働-の男女の平等
な参加と育児費用の社会化を目指す社会主義フェミニ
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ズム的な長期的政策である｡
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解題(神谷浩夫)
いわゆる貧困の女性化を扱った論文である｡ジェン
トリフィケーションの過程に女性が密接に絡んでいる
という指摘は.これまでにすでに行なわれているが
(smith,1996)､ Winchesterによれば.そこには二種類の
女性がいる｡一方には､専門職･キャリア志向の自立
した女性がおり,彼女らは豊かな生活を言匡歌しているo
他方には,母子家庭､高齢者単独世帯の女性がおり､
彼女らは経済的な困窮に直面している｡そして前者の
女性は,ジェントリフィケーションの主体となってい
る人々であり､後者はジェントリフィケ-ションの過
程において住み慣れた町の中心部にある住宅から追い
やられる人々である｡
公営住宅が住宅市場に占める比重が国によって異な
るため(本論文の場合,イギリスとオーストラリア).
その空間的集積も違ってくるというWinchesterの指摘
は興味深い｡
母子家庭を生み出す最大の要因は,言うまでもなく
離婚であり,先進欧米諸国で離婚率が高まっていると
いう事実が.本論文の背後に存在する｡さらに離婚に
際して,子供の養育を妻が担うことが多いという事実
も見逃してはならないo
わが国の状況も.上記の点に関しては､ほぼ同様の
状況にあると言えるだろう,ただ,片親家族の空間的
集積に関しては､分析事例がほとんどないので.推測
でしかわからない｡わが国の公営住宅が全住宅に占め
る割合は10%弱であり.イギリスよりもかなり低いc
また民営借家が低所得者向け住宅供給に果たす役割は､
他の国々に比べてかなり大きい｡自治体の財政基盤か
ら推測して.母子家庭(あるいは社会的弱者)向けの
社会給付は,大都市ほど手厚く､また就業機会も豊富
であるので､母子家庭は大都市に集積する傾向が見ら
れるのではないかと推測される｡さらに地方では､母
子家庭に対する偏見が根強く残っていると思われるの
で,こうした傾向はさらに拍車がかかっているのでは
ないだろうかo
ただ,上記の推測のうちの最後の点は,因果関係が
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反対かもしれないこ地方では､母子家庭(離婚)に対
する偏見(抵抗)が強いので,母子家庭(離婚)が相
対的に抑制されているのかもしれない｡
ともあれ,わが国でもすこしずっ離婚率が上昇して
いるのは事実であり､それ-の対応策を考えるために
も･わが国における母子家庭の空間的集積状況を把握
することが必要だろう｡
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